
東京版
壱 五統治機構の変革 新エネルギー
● 区市町村に財源と権限を大幅に委譲する。
● 特別区を普通地方公共団体に。
● 地域主権道州制をめざす。
● 地方分権を推進、脱中央集権。

● 東京から『原発依存』ゼロを目指し脱原発依存制度の推進。
● 電力の発送電分離と発電の自由化の推進。
● 高効率ガス発電の新設と再生可能エネルギー利用促進。
● 小規模分散型電源の都内立地を進める。
● メタンハイドレート等の海洋資源の確保。

弐 六都庁改革 東京発成長戦略
● 議員定数削減127名から100名へ、将来的には半減を目指す。
● 都知事、議員の報酬を３割削減、費用弁償の廃止。
● 外郭団体の廃止と統廃合を進める。
● 特別会計を徹底的に精査する、財政運営基本条例の制定。

● 東京オリンピック・パラリンピック招致を推進。
● 羽田空港の２４時間化ハブ機能を強化し、最大拠点化を目指す。
● 観光都市としての訪れたい都市No.1 を目指す。カジノ誘致等。
● 新たな環状鉄道（エイトライナー）の建設計画の推進。

参 七公務員改革 セーフティーネット
● 職員定数を10年で３割削減、職員費の官民格差の是正。
● 優秀な職員育成（留学、企業派遣、階級、給与の特進等）。
● 職員基本条例の制定。
● 職員の公への規範意識を高めるとともに、能力が十分発揮でき
る制度に。

● 天下りの根絶。天下り禁止条例の制定。

● 保育所や高齢者施設等の全国一律基準を見直し、『東京基準』を
定め待機児・待機者を解消する。

● 生活保護は現金支給方式から、現物支給方式を原則とするよう
改める、現金支給の場合は、基礎年金支給額を上回らないよう
に改める。

● 年金、介護保険等の抜本的改革を推進し、将来への備いを充実
させる。

四 八教育改革 首都安全保障
● 教育基本条例の制定。歴史教科書の見直し。
東京の教育の大枠を決めて、区市町村の裁量を増やす。

● 小中学校教員の人事権を区市町村に委譲する。
● 教育委員会制度の廃止等の抜本改革、教育長の民間人採用。

● 大規模災害対策の強化、首都高速の大深度地下化。
● 危機管理能力、体制の強化、テロ対策等の緊急対応力の充実。
● 警察力・消防力の強化による治安維持対策。

（宮崎、記）
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『維新八策』
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